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研究成果の概要（和文）：本研究では、大都市の縮図である大阪府堺市を対象に、都市農地をグリーンインフラ
を構成する都市緑地の一つとして位置づけ、公園緑地体系を補完する都市農地の緑地価値を評価することを目的
としている。
　英国をはじめとする先進諸都市や我が国の都市圏における環境インフラやグリーンインフラの評価手法の比較
考察、堺市を事例とした都市農地の分布の変遷と分布形態を明確化し、都市住民の都市農地に対する意識評価も
通じて、都市の公園緑地体系を補完する都市農地の緑地的価値の可能性と課題を考察した。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study is to evaluate the value of urban farmland as 
green space that complements the parks and green space system in Sakai City, Osaka Prefecture, a 
microcosm of a large city, by positioning urban farmland as one of the urban green spaces that make 
up green infrastructure.
　The study also clarified the evolution and distribution pattern of urban farmland in Sakai City as
 a case study, and examined the possibilities and challenges of the green value of urban farmland as
 a complement to the urban parks and green space system through an evaluation of urban residents' 
awareness of urban farmland. The study also examined the potential of urban farmland as a green 
space value that complements the urban parks and green space system and the issues involved.

研究分野：ランドスケープ科学

キーワード： 都市緑地　都市農地　機能評価

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　我が国の都市は、高密居住で公園緑地の整備率が先進諸都市として比較して低く、一方で、一定程度農地が分
布していることが特徴である。都市農業振興基本法の制定、都市緑地法の改正に伴って、都市に残存する都市農
地は、「宅地化すべきもの」から「あるべきもの」としてその位置付けが大きく変化したものの、都市農地の都
市緑地としての機能評価は必ずしも都市計画の中で明確にはなっていない。世界に類を見ない我が国特有の建蔽
地と空地としての都市農地が混在するモザイク状の土地利用状況に応じて、都市農地の緑地的価値を評価したこ
とで、都市農地を都市の公園緑地体系に組み込むための基礎資料となる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 
我が国の都市は、高密居住で公園緑地の整備率が先進諸都市として比較して低く、一方で、一
定程度農地が分布していることが特徴である。近年、都市農業振興基本法の制定、都市緑地法の
改正に伴って、都市に残存する都市農地は、「宅地化すべきもの」から「あるべきもの」として
その位置付けが大きく変化したものの、都市農地の都市緑地としての機能評価は必ずしも都市
計画の中で明確にはなっていない。都市計画としての緑地計画の対象は、公園等の施設緑地、樹
林地や草地、水辺地等の中で地域制緑地として担保できる緑地のみがその対象となっており、都
市計画の視点から都市農地を都市の公園緑地体系の視点から計画がなされてこなかった。 
都市農地は農産物の供給の場としての機能に加え、多様な公益的機能を保有しており、公園緑
地や樹林地等と一体となってグリーンインフラを構成する重要な都市緑地の一つとして考えら
れる。先進諸都市の事例を参考に都市農地が持つ都市緑地としての機能を評価し、世界に類を見
ない我が国特有の建蔽地と空地としての都市農地が混在するモザイク状の土地利用状況に応じ
た新たな都市計画を提示することが求められると考え、都市農地の緑地的価値を評価する研究
に着手することを考えた。 
 
２．研究の目的 
 本研究では、大都市の縮図である大阪府堺市を対象に、都市農地をグリーンインフラを構成す
る都市緑地の一つとして位置づけ、公園緑地体系を補完する都市農地の緑地価値を評価するこ
とを目的としている。 
 
３．研究の方法 
 調査の第１段階では、英国をはじめとする先進諸都市や我が国の都市圏における環境インフ
ラやグリーンインフラの評価手法の比較考察を通じて、循環型都市や低炭素型都市、生物多様性
の保全等に寄与するグリーンインフラの需要と供給の量と位置を推計するための評価手順を整
理した。 
調査の第２段階では、都市農地の環境的価値の位置付けを把握するため、エコまち法に基づい
て基礎自治体が策定した「低炭素まちづくり計画」を対象に、低炭素まちづくりの推進における
緑の位置づけ、中でも都市農地の位置付けを明らかにした。ここでは、全国 24 都市で策定され
た低炭素まちづくり計画のうち、計画書が入手できた 23 計画を対象とした。 
調査の第３段階では、都市農地の都市住民の利用価値の可能性を探るために、世界におけるエ
ディブル・ランドスケープの役割の変遷を捉えたうえで、現在の日本におけるエディブル・ラン
ドスケープを用いた地域プロジェクトを対象にその実態や可能性を探った。 
最後に、大都市の縮図である堺市を事例に、都市農地の分布形態の変遷と現在の分布形態を明
確化した。まず、旧堺市域の市街化区域及びその縁辺部に位置する 58 小学校区を対象に都市農
地の分布状態の 1994 年の調査結果とともに、2018 年の堺市緑被現況図を用いて、旧堺市域にお
ける都市農地の分布状態を把握し、2時期の変化を位置及び分布形態別に分析した。次いで、現
在の堺市における市街化区域及びその縁辺部の 68小学校区を対象に、ArcGIS pro を用いた地理
情報解析及びクラスター分析を通じて、都市農地の分布形態を明確化した。さらに、各クラスタ
ーを代表する 8小学校区の居住者を対象に、2020 年 11 月に郵便留め置き方式でアンケート調査
(有効回答数・率：1,014 票・25.4%)を実施し、都市農地に対する意識、都市農地が有する緑地機
能に対する評価及び今後の都市農地の利用意向について尋ね、都市住民の都市農地の緑地的価
値を評価するとともに、市街地形態に応じて公園緑地系統を補完する都市農地の都市緑地の課
題と方向性を考察した。 
 
４．研究成果 
（１）海外および日本における環境インフラやグリーンインフラとしての都市農地の評価手法
の比較考察 
英国をはじめとする先進諸都市や我が国の都市圏における環境インフラやグリーンインフラ
の評価手法の比較考察を通じて、循環型都市や低炭素型都市、生物多様性の保全等に寄与するグ
リーンインフラの需要と供給の量と位置を推計するための評価手順を示している。 
Liverpool City Green Infrastructure Strategy では、環境都市を実現するために必要なグ
リーンインフラの需要量の推計手法とともに、各種の自然空間が保有する供給量の推計手法を
提示し、需要と供給のバランスからグリーンインフラを戦略的に創生するための計画が示され
ている。ここでは、都市環境形成に資する都市緑地として公園や樹林地、農地などの 15 種の緑
地空間を対象としており、利用形態や植生の条件等に合わせて、レクリエーション機能や景観性
機能、野生生息地機能など、21種類の機能を供給するとされている。 
（２）「低炭素まちづくり計画」における緑および都市農地の位置づけ 
 各都市の「低炭素まちづくり計画」の「施策」には 23 計画全てで緑に関する記述が確認でき



た。「施策」における緑に関する取
組みは「保全・担保」、「創出・整
備」、「維持・管理」の 3項目に分
類できる。対象空間を見ると、最
も多い「公園」は 15 計画で確認で
き、公園内の緑の充実を掲げる計
画が多い。次いで「並木・街路樹」
及び「河川・水辺」が 10計画で確
認でき、道路の緑化による社会基
盤整備や水辺空間を対象とした水
と緑のネットワークに関する取組
みが多い。建物を対象にしている
取組みは 8計画で確認でき、オー
プンスペースだけでなく、建物へ
の積極的な緑化に取組んでいる事
例も多い。これらを補完する緑と
して「農地」を位置づける都市も
4計画で確認でき、都市の緑の役割を補完する都市農地の役割の一端を明確にした。 
（３）エディブル・ランドスケープ の役割とそれを通じた都市農地の都市住民利用の可能性 
 世界におけるエディブル・ランドスケープの礎は、19 世紀末の 1893 年恐慌の際にアメリカに
おいて低所得者層に対して土地が割り当てられたこと、次いで 20 世紀前半の第一次・第二次世
界大戦下におけるビクトリーガーデンと呼ばれる食糧確保のための庭づくりが広まったことに
ある。1970 年代にはスラム化が進むアメリカ各都市のインナーシティで地域住民のためのコミ
ュニティガーデンが展開され、菜園活動を通じて地域環境の改善が図られた。1980 年代には環
境共生やコミュニティ創造を目指した郊外住宅であるビレッジホームズが建設され、ここでは
地区内の菜園だけでなく街路樹にも食
べられる植物が用いられた。1990 年代
には環境共生型の集合住宅モデルとし
てエコビレッジが開発され、食への関心
を高めるといった教育的意味が加わっ
た。2000 年代には公共空間に食べられ
る植物を植え、地域住民が自由に収穫で
きるインクレディブル・エディブル・ト
ッドモーデンの活動が展開され、ここで
はベッドタウンの人口減少に対応して、
年齢、収入、文化の垣根を越えてあらゆ
る階層の交流機会の創出に加え、地域経
済の活性化が意図されている。以上よ
り、エディブル・ランドスケープの役割
は、食糧確保にはじまり、地域の環境改
善や環境共生が加わったのち、近年では
教育的意味や経済的効果、コミュニティ
再生までを含めた総合的な地域再生へ
と多義化している。このように地域再生
に資する食べられる植物を用いた景観
がエディブル・ランドスケープであると
考えられる。 
 次に、Google 検索を用いて、「エディ
ブル・ランドスケープ」「食べられる景
観」「（食べられる植物の具体的な名称） 
プロジェクト」をキーワードとして検索
を行い、日本のエディブル・ランドスケ
ープを用いた地域プロジェクト 25 事例
を抽出した。各事例に対するアンケート
調査の結果、エディブル・ランドスケー
プを用いた地域プロジェクトの目的は
｢農業振興｣が 17 件中 11 件と最も多い
が、｢まちのシンボルづくり｣、｢景観向
上｣が 8 件、｢コミュニティ再生｣が 7件

表１ 「低炭素まちづくり計画」における緑の位置づけ 

表２ 世界におけるエディブル・ランドスケープ 
の役割の変遷 

図２ 泉北レモンの街ストーリーにおける他団体との連携 



と、食べられる植物そのものの価値ではなく、植物が形成する環境やそれに関わる人々との関係
を重視するプロジェクトも確認できた。プロジェクト開始のきっかけとなった主体は｢行政｣だ
けでなく、｢住民｣や｢企業｣も同等数みられ、プロジェクトの主催団体は｢地域住民｣が 6件と最も
多い。 
 堺市南区の泉北ニュータウンは、1970 年代に近隣住区論に基づいて公園緑地等のオープンス
ペースが系統的に配置されて建設されたが、近年、高齢化をはじめとする社会状況の変化に伴っ
て様々な課題が顕著に現れてきている。こうした中で、ニュータウン再生のキープロジェクトと
して取り組まれているのが「泉北レモンの街ストーリー」である。ここでは、レモンによる風景
づくりやレモンを介したコミュニケーション・ネットワークづくり、泉北の特産品づくりといっ
た多様な目的を掲げて、エディブル・ランドスケープを媒介とした地域の再生に地域住民が主体
となって取り組んでいる。 
 泉北レモン植樹の普及活動では、「泉北レモンの街ストーリープレート」付きの苗が販売され、
各戸建住宅の庭に居住者が自らレモンを植え、育て、収穫し、各家庭で食べられ、レモンが街の
景観に一体感を生み出している。エディブル・ランドスケープの取り組みは、食べられる植物を
「植える」、「育てる」といった草花による緑化活動でも見られるプロセスに加えて、食べられる
植物であることから「農」の恵みから得られる「収穫する」、「食べる」といったプロセスが加わ
ることで、通常の緑化活動より都市住民の活動の深みが増すことが大きな特徴と言える。「泉北
レモンの街ストーリー」では、それぞれのプログラムを通じて他団体との多様な協働の様子が確
認でき、駅前広場や商業施設といった多くの人の目に触れる場所にレモンが植えられている場
合には、他団体が主体となって実施されているものが多くみられる。ここでは、南海電鉄等の企
業、堺市、地元の大学等の公的組織に加えて、住民組織や個人といった多様な主体との連携がみ
られる。特に、企業や住民組織とレモンを使った商品開発等の企画、広報、食に関するイベント
の共催など「コト」に関する連携を中心にプログラムが実施されていることが特徴であり、加え
て地元の大学や個人からレモンの苗木の提供などの「モノ」の支援を受けている。都市農地をエ
ディブル・ランドスケープとして展開することで、学校区や住区という地縁に加え、エディブル
というテーマ性が、公的組織との連携だけでな
く、住民組織や企業といった多様な主体が関わる
ことを可能にしていることが明らかとなった。 
（４）堺市における分布状況の変化と居住者意識
から捉えた都市農地の持つ現代的価値 
 １）都市農地の分布状態の変化 
 旧堺市域の都市農地は、1994 年から 2018 年に
かけて 3分の 1に減少するが、現在でも東区や美
原区では田を中心に、中区では畑を中心として、
これらの区に都市農地がまとまって分布してい
る。都市農地を 1,000 ㎡/ha 以上と多く保有する
校区は、1994 年時点に西区、東区、中区にそれぞ
れ 4〜7 校区と多く存在していたが 2018 年時点
では、市の東部の中区と東区の 8 校区に限定さ
れ、西区には存在しない。1994 年時点に混在集
積、田集積、畑集積地区に分類された校区の都市
農地は、1994 年時点の 2,373.7〜3,345.5 ㎡/ha 
から 2018年時点で1,088.9〜1,864.7㎡/haと減
少するものの、その減少は約 2分の 1にとどまっ
ている。同様に田分散地区でも約 2分の 1の減少
であり、一方、混在分散、畑分散、希少地区は上
記の 4 地区と比較して大きく都市農地が減少し
ている。 
 ２）都市農地の分布状況と市街地類型 
 現在の堺市域の都市農地は、田 297.5ha、畑 
294.4ha と同程度存在しており、都市農地が多い
東区、美原区は田が優占、中区は畑が大きく優占
している。68校区の都市農地の分布形態は、クラ
スター分析の結果、6タイプに分類できた。田が
優占する田中心地区に 3校区、田畑が同程度存在
する田畑混在地区に 8校区、畑が優占する畑中心
地区に 2校区、田と比較して畑が多い畑優位地区

図３ 堺市域における都市農地の 
分布形態別田畑面積の変化 

 

図４ 小学校区別の都市農地分布状況例 



に 4 校区、都市農地が少なく、田
畑が校区内に分散して分布する田
畑分散地区に 11 校区が分類され
た。一方、校区内の都市農地が小
さい農地希少地区は 40 校区が分
類された。 
 ３）都市農地に対する都市住民
の意識 
 校区内に存在する都市農地に対
する居住者の認識は、田中心地区
で「非常に多い」と「やや多い」を
合わせて 6 割強と高く、次いで畑
中心地区や田畑混在地区が約 5 割
と高い。都市農地を見かける頻度は、田中心地区と田畑混在地区で高い傾向にあるが、その他の
地区でもほぼ毎日農地を見かけるが半数を超えている。都市農地が有する緑地機能に対する評
価を見ると、自然供給機能の「四季の変化」に対する評価が 1.94〜2.27 と最も高く、中でも田
畑混在地区における評価が高い。続いて、自然供給機能の「緑の豊かさ」1.72〜2.06、景観形成
機能の「広がりや開放感」1.72〜2.05 となり、「緑の豊かさ」は田中心地区、田畑混在地区、農
地分散地区、農地希少地区、「広がりや開放感」は田中心地区での評価が高い。次いで、自然供
給機能の「野鳥のさえずりや虫の音色の心地よさ」1.50〜1.80、微気象調節機能の「風通しの良
さ」1.46〜1.80 と同程度の評価を得ており、「風通しの良さ」は田中心地区、「野鳥のさえずり」
は田畑混在地区、農地分散地区での評価が高い。今後の都市農地の利用意向では、「特に自ら利
用したいと思わない」が全ての地区において 5〜7 割と高い一方で、「市民農園などの区画を借
りて耕したい」、「体験農園や学習農園に参加してみたい」、「田植えや掘り取りなどイベントに参
加してみたい」、「委託栽培や作物のオーナー制度を利用して安心な農作物が欲しい」がそれぞれ
約 1〜2 割あげられた。コロナ禍における都市農地に対する居住者の意識の変化を見ると、田畑
混在地区に加えて田畑分散地区で「高まっている」が約 3割と比較的高いことに加えて、全ての
地区で 2割以上となっている。理由として、「報道による食料供給の大切さの実感」や「直売所
での購入による地産地消の大切さの実感」があげられ、これらに加えて「田畑を目にする機会の
増加」や「農作業を見たことによる農業への親しみ」を多く指摘する地区もある。 
 都市農地が発揮する緑地機能は、1994 年時点の既往研究と同様に、現在でも、緑の豊かさや
四季の変化、広がりや開放感であり、1994 年時点と比較して若干低下するものの、野鳥のさえ
ずりや風通しの良さも確認できた。これらの機能は、既往研究と同様に田がまとまって存在する
地区で評価が高いことに加えて、現在では、田とともに畑が混在して存在する地区、さらに、密
集した市街地の中で都市農地が分散して存在する地区や都市農地がわずかに残る地区において
も評価されていることが明らかとなった。こうした自然供給や景観形成、微気象調節といった都
市農地の存在価値のみならず、身近で新鮮な農作物を安心して食べられるといった食料供給価
値に加えて、市民農園や体験農園、田植えや掘り取りイベント等を通じて都市住民自らが農業を
体験するといった利用価値も少なからず確認できた。都市農地が保有するこのような現代的価
値は、都市農地が少なくなることで、その希少性が高まることで評価が高まるとともに、コロナ
禍においても少なからず評価が高まりつつあると言える。 
（５）都市の公園緑地体系を補完する都市農地の都市緑地としての可能性と課題 
 本研究では、大都市の縮図でもある堺市を事例に、2018 年時点での都市農地のデータベース
化を通じて、解析単位を小学校区として、「どの都市農地が都市緑地として有効に機能するのか」
を地理的空間上および都市住民の意識から評価した。 
 1991 年の生産緑地法の改正から 30年、「生産緑地の 2022 年問題」を迎え、30年の営農義務を
終える生産緑地の地権者の動向が危惧される中、都市農地が都市の緑地計画の対象であり、その
ための手立てが必要であることの議論が活発化している。グリーンインフラの観点からも、市街
地にモザイク状に存在する都市農地を都市の公園緑地体系の視点から計画的に位置付けていく
ことが求められる。2017 年の都市緑地法の改正に伴って、都市の緑地の定義に「農地」が含ま
れることが明確化された。例えば、都市農地の特別緑地保全地区の指定や市民緑地としての契約
なども制度上可能である。都市に保全された都市農地を舞台に都市住民がいきいきと活躍する
ことで、都市農地を媒介とした地域再生の動きが随所に見られる。都市農地を媒介としたエディ
ブル・ランドスケープは、都市住民にとって、小学校区や住区という地縁に加え、エディブルと
いうテーマ性が公的組織との連携だけでなく、住民組織や企業といった多様な主体との関わり
を可能にしている。新型コロナ禍で時間に余裕のできた都市住民にとって、「農」的生活の需要
はますます高まるものと考えられる。 

図５ 都市住民の今後の都市農地の活用意向 
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